
財務諸表に対する注記 （平成２９年３月３１日現在） 

 
１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

    満期保有目的債権は、原価法による。 

 （２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    最終仕入れ原価法による原価法を採用している。 

 （３）固定資産の減価償却方法 

    定額法を採用している。 

    なお主な耐用年数は、次のとおりである。 

     建物 8年～65年 

     備品 3年～15年 

 （４）引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金は、未収会費の貸倒損失に備えるため、貸倒実績率により、回収不能見込み

額を計上している。 

    ②賞与引当金は、職員の賞与に対する支給に備えるため、支給見込み額のうち当期に帰属

する金額を計上している。 

    ③退職給付引当金は、次の合計額を計上している。 

・ 役員の期末退職金要支給額に相当する金額 

・ 職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる金額 

（５）リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

（６）消費税等の会計処理 

消費税の会計処理は、税込方式による。 

 

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

    (単位：円) 

科  目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産         

土地 466,000,000 0 0 466,000,000 

投資有価証券 432,327,891 150,981  432,478,872 

普通預金 

小計 

特定資産 

2,672,109  150,981 2,521,128 

901,000,000 150,981 150,981 901,00,000 

     

阿部功労賞基金 11,100,000 0 0 11,100,000 

折下功労賞基金 7,650,000 0 0 7,650,000 

石川文庫基金 1,000,000 0 0 1,000,000 

都市計画調査研究基金 19,500,000 0 0 19,500,000 

都市計画会長賞基金 12,000,000 0 0 12,000,000 

国際協力基金 30,671,800 0 0 30,671,800 

退職給付引当資産 14,208,000 2,367,000 0 16,575,000 

減価償却引当資産 101,655,942 4,379,858 0 106,035,800 

修繕引当資産 17,515,000 0 0 17,515,000 

事業運営資金積立金 22,000,000 0 0 22,000,000 

小計 237,300,742 6,746,858 0 244,047,600 

合 計 1,138,300,742 6,897,839 150,981 1,145,047,600 

 



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

    (単位：円) 

科 目 当期末残高 
（うち指定正味財

産からの充当額） 

（うち一般正味財

産からの充当額） 

（うち負債に対

応する額） 

基本財産         

土地 466,000,000 0 466,000,000 － 

投資有価証券 432,478,872 0 432,478,872 － 

普通預金 2,521,128 345,768 2,175,360 － 

小 計 901,000,000 345,768 900,654,232 － 

特定資産         

阿部功労賞基金 11,100,000 11,100,000 0 0 

折下功労賞基金 7,650,000 7,650,000 0 0 

石川文庫基金 1,000,000 1,000,000 0 0 

都市計画調査研究基金 19,500,000 17,860,000 1,640,000 0 

都市計画会長賞基金 12,000,000 0 12,000,000 0 

国際協力基金 30,671,800 4,671,800 26,000,000 0 

退職給付引当資産 16,575,000 0 0 16,575,000 

減価償却引当資産 106,035,800 0 106,035,800 0 

修繕引当資産 17,515,000 0 17,515,000 0 

事業運営資金積立金 22,000,000 0 22,000,000 0 

小 計 244,047,600 42,281,800 185,190,800 16,575,000  

合 計 1,145,047,600 42,627,568 1,085,845,032 16,575,000  

 

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

   (単位：円) 

科 目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 

その他の固定資産       

  173,589,281 94,362,983 79,226,298 

什器備品 

ソフトウェア 

9,626,180 

999,000 

8,439,860 

599,400 

1,186,320 

399,600 

合  計 184,214,461 103,402,243 80,812,218 

 

 

５．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

  債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。 

      (単位：円) 

科目 債権金額 
貸倒引当金の 

当期末残高 

債権の当期末 

残高 

未収会費 

未収金 

計 

86,400 

72,521,620 

24,000 

0 

62,400 

72,521,620 

72,670,420 24,000 72,584,020 

 

 

 

 

 

 

 



 

６．満期保有目的債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益 

  満期保有目的債権の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は、次のとおりである。 

   (単位：円) 

科 目 帳簿価格 時価 評価損益 

利付国庫債券 531,380,028 531,380,028   0 

合  計 531,380,028 531,380,028  0 
 

 

７．その他 

公益法人会計基準（平成 20 年 4 月 11 日内閣府公益認定等委員会策定）を採用している。  


